業務チェックリスト
（ 法　　人　　用 ）
	納税者名
	     

 FORMTEXT 

	
	所
	
	   
	
	担
	

	事業年度
	  年  月  日～  年  月  日・平成  年分
	
	長
	
	
	
	当
	


Ⅰ　法人税決算チェックリスト
■ 決算業務準備に関する事項
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1．定款の目的、代表者、資本金、本店所在地等の登記事項を確認し
たか。
	     
	     

	 2．諸規定（総会議事録、取締役会議事録）の作成を確認したか。
	     
	     

	 3．諸規定（就業規則、給与規定、退職金規程、経理規定等）の変更を確認したか。
	     
	     


	 4．株主名簿等を検討し、株主・役員間の同族関係（別表２との関連）の確認をしたか。
	     
	     

	 5．納品書、請求書、領収書等の証憑書類は適切に整理保存されているか。
	     
	     

	 6．前期以前の修正申告及び更正処分の内容を検討し、当期の会計処
理は正確、妥当に処理されているか。
	     
	     

	 7．代表者、経理責任者に当該決算期の概況、市況等を質問し、決算
の参考に供したか。
	     
	     


■ 貸借対照表関係（資産の部）
	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1．現金
	(1)　現金出納帳の残高は、実査又は現金の
収支を示す証拠資料との照合確認をしたか。
	     
	     

	
	
	
	

	
	(2) 現金出納帳の推移から見て、異常な入
出金や残高（マイナス残高等）について
は原因を検討したか。
	     
	     

	
	(3)　現金過不足の処理は正しいか。
	     
	     

	 2．預貯金
	(1)　残高証明書または預金通帳等により照合したか。
	     
	     

	
	(2)　預金名義の確認をしたか。
	     
	     

	
	(3) 担保差入の有無、証書・通帳・預り証
の検討をしたか。
	     
	     

	
	(4) 当座預金については、銀行残高調整表
の作成を指導し検討したか。
	     
	     

	
	(5)  定期預金については、期日を確認し、
受取利息と利子源泉所得税等の処理を

適正にしたか。
	     
	     

	
	(6)　外貨預金の評価方法が、届出された方
　　法で換算されているか。
　　　また、届出されていない場合、法定の
評価方法によっているか。
	     
	     

	 3．受取手形
	(1)　手形帳の残高と個別に照合したか。
	     
	     

	
	(2) 手持手形、取立依頼手形、割引手形、
裏書譲渡手形等について検討したか。
	     
	     

	
	(3) 不渡手形は区分し、その内容を検討し

たか。併せて、不渡相手先に対する売掛

金や貸付金等についても区分し、その内

容を検討したか。
	     
	     

	
	(4)　注記事項の確認をしたか。
	     
	     

	 4．売掛金
	(1)　期末残高と補助簿の残高及び請求書
の残高とを個別に照合し、計上もれのな
いことを検討したか。
	     
	     

	
	(2)　貸方残高の相手先については、内容を

　 検討したか。
	     
	     

	
	(3)  不良売掛金は、貸倒償却、貸倒引当金
等と関連づけて検討したか。
	     
	     

	
	(4) 締切日から決算日までの計上もれは
ないか検討したか。
	     
	     

	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	
	(5) 売掛口座の設けてない一時貸などの

売掛金の有無について検討したか。
	     
	     

	
	(6)　翌期の補助簿を約１ヶ月程度通査し、

　売上、返品、値引等の計上もれのないこ

　とを確かめたか。
	     
	     

	 5．棚卸資産
	(1)　原始記録は保存されているか。
	     
	     

	
	(2) 実地棚卸と帳簿在庫が相違する場合

は検討したか。
	     
	     

	
	(3)　実地棚卸をした時期を確認したか。その時期が決算期末日でない場合、数量の妥当性を検討したか。
	     
	     

	
	(4)　期末直前・直後の売上、仕入及び期末

在庫の関連を検討したか。特に、売上値

引戻り、仕入値引戻し等の異常が在庫に

影響していないか検討したか。
	     
	     

	
	(5) 商品・原材料等の期末棚卸金額の計算
にあたり、届出された評価方法又は、法定の評価方法で計算されているか。
	     
	     

	
	(6)  製品、仕掛品、未成工事、自社製造品

等の評価方法は適正か。
	     
	     

	
	(7)　預り品、預け品、積送品、未着商品、
　　返品商品等について検討したか。
	     
	     

	 6．前払費用
	(1)　１年を超えて役務の提供を受ける部
分はないか。（保証料、保険料、車検時

のリサイクル料など）
	     
	     

	
	(2) リース料のうち前払費用となる部分
はないか。
	     
	     

	 7．仮払金・

    前渡金
	(1) 相手先、金額及び内容を個別に検討し
たか。
	     
	     

	
	(2) 代表者及びその家族、役員や株主等に
対する仮払の有無及び内容を検討した
か。
	     
	     

	
	(3)　他勘定への振替の要否を検討したか。
	     
	     


	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	
	(4)　損益勘定に振替した場合には、その内

容を検討したか。
	     
	     

	 8．貸付金
	(1)　相手先、金額及び内容を個別に検討し
たか。
	     
	     

	
	(2) 受取利息が正しく計上されているか、
併せて他勘定の実質貸付金についても
検討したか。
	     
	     

	
	(3)　代表者及びその家族、役員や株主、関連会社等に対する貸付の有無及び内容を検討したか。また、受取利息は適正に計上されているか。
	     
	     

	
	(4)　不良債権の吟味から、債権の保全対

策等の検討をしたか。
	     
	     

	 9．立替金
	(1)　相手先、金額及び内容を個別に検討し
たか。
	     
	     

	10. 未収収益
	(1)　計上すべき未収収益はないか。
	     
	     

	
	(2) 役員貸付金に対する未収利息を適正
に計上したか。
	     
	     

	
	(3)　不良未収入金は、貸倒償却、貸倒引当

金等と関連付けて検討したか。
	     
	     

	11．その他の

　　流動資産
	(1) 相手先、金額、内容等について個別に
検討したか。
	     
	     

	
	(2)　長期滞留のもの、他勘定に振替えるも

のはないか。
	     
	     

	12．有形固定資産

	(1)　期末現在高の確認（帳簿と現物の突
合）をしたか。
	     
	     

	
	(2)　期中増加

①　登記事項証明書等により、所有権移転の事実を確認したか。

②　自社製作について原価を確認した

か。
③　計上の時期、金額の妥当性を検討

したか。

④　資本的支出と修繕費の区分につい
て検討したか。
	     
	     

	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	
	5 取得の為の付随費用を取得価額に
加算したか。

6 耐用年数、償却率についての検討を
したか。
7 特別償却できるかどうかの検討を
したか。又、税額控除をとれるものに
ついては、その選択の有利不利の判定
をしたか。


	     
	     

	
	(3)　期中減少
①　売却廃棄、事故等による処分損益が

正しく記録されているか確かめたか。
2 処分収入について、関係書類と突合
し妥当性を確かめたか。


	     
	     

	13．無形固定資産
	(1)　期末残高及び期中の増減について、そ
の金額の正否を検討したか。
	     
	     

	
	 (2)　営業権、ソフトウェアは無形固定資産に計上し、適正に償却したか。
	     
	     

	14．有価証券・

　　出資金
	(1)　手許保管有価証券について実査した

か。
	     
	     

	
	(2)　期中増減がある場合は、証拠書類等に

より確認したか。
	     
	     

	
	(3)　保護預け中、担保提供中、名義書換中、
　 売却依頼中のもの等については預り証

　　により確かめたか。
	     
	     

	
	(4)　流動資産と固定資産に記載すべき有
価証券の区分表示は適正か。
	     
	     

	
	(5)　売買目的有価証券は時価で評価したか。
	     
	     

	
	(6)　受取配当金等はないか。
	     
	     

	15．投資・

その他の資産
	(1) 相手先、金額、内容等について、契約
書等の書類をもとに個別に検討したか。
	     
	     

	16．繰延資産
	(1)　新規取得の計上額について、計上の当

否、金額の妥当性を検討したか。
	     
	     

	
	(2)　償却額について、計算の正確性を検討したか。
	     
	     


■ 貸借対照表関係（負債・純資産の部）
	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1．支払手形
	(1)　期末残高と手形記入帳、手形振出控え

と個別に照合したか。
	     
	     

	
	(2) 手形の内容について検討し、長短営業

　　外支払手形の区分をしたか。
	     
	     

	2．買掛金
	(1)　補助簿の残高と個別に照合したか。特

に、長期間未決済のものについては検討

したか。
	     
	     

	
	(2)　締切日から決算日までの計上もれは

ないか検討したか。
	     
	     

	
	(3)　翌期の補助簿を約１ヶ月程度通査し、

　　仕入、返品、値引等の計上もれのないこ

　　とを確かめたか。
	     
	     

	
	 (4)　借方残高については、内容を検討した

　　か。
	     
	     

	 3．借入金
	(1)　残高証明書と照合したか。
	     
	     

	
	(2)　相手先、金額及び内容は個別に検討し
たか。
	     
	     

	
	(3)　利息の計上は妥当か。
	     
	     

	
	(4)　代表者及びその家族、親族、役員、株
主、関係会社等からの借入は個別に確認し、資金源を吟味したか。
	     
	     

	 4．未払金・

    未払費用
	(1)  相手先、金額及び内容は個別に検討し
たか。特に、長期間未払のものについて
は検討したか。
	     
	     

	
	(2)　期末以降の支払を調査して期末計上
の妥当性を検討したか。
	     
	     

	5．前受金

	(1)　相手先、金額及び内容を個別に検討したか。
	     
	     

	
	(2)　他勘定振替の要否を検討したか。
	     
	     

	6．仮受金
	(1)　相手先、金額及び内容を個別に検討したか。
	     
	     


	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	
	(2)  代表者及びその家族、役員、株主から

の仮受の有無及び内容を検討したか。
	     
	     

	
	(3)　他勘定振替の要否を検討したか。
	     
	     

	 7．預り金
	(1)　相手先、金額及び内容は個別に検討し

たか。
	     
	     

	
	(2) 代表者及びその家族、役員、株主から

の預り金の有無及び内容を検討したか。
	     
	     

	
	(3)  源泉所得税等預り金は関係帳簿と突

合したか。
	     
	     

	
	(4)　他勘定振替の要否を検討したか。
	     
	     

	 8．貸倒引当金
	(1)　貸金の範囲は正しいか。特に債権・債

務両取引のある相手先について検討し

たか。
	     
	     

	
	(2)　個別評価による繰入額は正しいか。
	     
	     

	
	(3)　繰入率に誤りはないか。
	     
	     

	9．未払賞与
	(1)  未払計上している賞与がある場合に、

支給額を各人別に通知し、かつ翌事業年

度１月以内に支給されているか確認し

たか。
	     
	     

	10．退職給与引当金
	(1)　中小法人及び協同組合等とそれ以外

の法人に応じて取り崩しが正しく行わ

れているか。
	     
	     

	11．資本金
	(1)　増資減資の状況を確認し、増資払込金

については、その価格や資金出所等を検

討したか。
	     
	     

	
	(2) 株主等の異動を確認し、その内容につ

いて検討したか（贈与に当たらないか）。
	     
	     

	
	 (3)　資本剰余金と利益剰余金の区分は正しいか。
	     
	     

	12.株主資本等

　 変動計算書
	 (1)　純資産の部の一会計期間における変動額のうち、株主に帰属する部分の株主資本の各項目の変動事項が正しく表示されているか。
	     
	     


■ 損益計算書関係
	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1．売上
	(1)　引渡し基準以外の売上基準を採用し
ている場合には、当該基準の適用が事実
に基づいているかどうか確かめたか。
	     
	     

	
	(2)　決算日前後の納品書等は点検したか。
	     
	     

	
	(3)　前々期、前期と対比し、増減の要因を
検討したか。
	     
	     

	
	(4) 決算後の売上入金等について検討し
たか。
	     
	     

	
	(5) 役員等個人の消費分の計上もれはな
いか確かめたか。
	     
	     

	
	(6) 請求書、領収書等の控えとの検討はし
たか。
	     
	     

	
	(7) レジのロールペーパーとのチェック、

商品出入帳とのチェックはしたか。
	     
	     

	 2．売上原価・
製造原価・
工事原価
	(1) 仕入について決算日前後の納品書等
は点検し、仕入計上方法の妥当性を検討

したか。
	     
	     

	
	(2) 外注費等の重要項目については、証憑
と突合わせて検討したか。
	     
	     

	
	(3) 売上原価率について、前々期、前期と
対比し、変動とその要因を検討したか。
	     
	     

	
	(4) 仕入、材料費、消耗品費などから固定
資産などに振替る必要はないか検討し
たか。
	     
	     

	 3．売上・仕入の
返品及び値引
	(1) 決算日前後の値引、返品、相殺の処理
は適正か。
	     
	     

	 4．役員給与
	(1)　株主総会、取締役会の議事録等に基づ

いて検討したか。
	     
	     

	
	(2)　定期同額給与について、支給時期、支
給額の確認をしたか。
	     
	     

	
	(3)　事前確定届出給与について、届出内容
と支給時期、支給額が一致しているか。
	     
	     

	
	(4)　非同族会社の、利益連動給与について
検討をしたか。
	     
	     

	
	 (5)　特殊支配同族会社の、業務主宰役員給

　　与損金不算入額について検討をしたか。
	     
	     

	 5．役員退職金
	(1)　職務内容、従事した期間、事業規模等
からみて支給額は適正か。
	     
	     

	
	(2)　株主総会の議事録等を検討したか。
	     
	     

	
	(3） 退職事業年度における仮払金経理、或
いは損金経理による未払金計上の処理
は適正か。
	     
	     

	 6．給料・賞与
	(1)　源泉徴収簿、扶養控除申告書、賃金台

帳、労働者名簿、出勤簿等を精査し、処

理が正しいか確かめたか。
	     
	     

	
	(2)　給与に計上すべきもので、他の経費に

含まれたものはないか。
	     
	     

	
	(3)　現物給与（経済的利益）の検討をした

か。
	     
	     

	
	(4)  役員と特殊な関係にある使用人に対

する給与のうち過大給与に該当するも

のはないか。
	     
	     

	
	(5)　 損金に算入する未払賞与は適正か。
	     
	     

	 7．旅費
	(1)　海外渡航費について検討したか。
	     
	     

	
	(2)　渡切旅費の有無とその処理について検討したか。
	     
	     

	
	(3) 精算書等は整理・保存されているか。
	     
	     

	
	(4) 旅費規程に則っているか。
	     
	     

	 8．交際費
	(1)　使途不明のもの、渡切のものの有無を

検討したか。
	     
	     


	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	
	(2) 　交際費から除外される5,000円以下の費用について、一定の書類の保存を確認したか。
	     
	     

	
	(3) 代表者及びその家族、役員、株主が負担すべきものはないか。
	     
	     

	
	(4) 交際費以外の科目への混入の有無を
確かめたか。
	     
	     

	 9．諸会費
	(1)　資産性のものがないかどうか検討し

たか。
	     
	     

	
	(2) 代表者及びその家族、役員、株主が負
担すべきものはないか。
	     
	     

	10．賃借料
	(1)　契約書を確認し、支払別に、支払内
容・金額・期間を検討したか。
	     
	     

	
	(2)　敷金、権利金等は含まれていないか。
	     
	     

	11．リース料
	(1)　契約書により支払先別の支払金額及
び対象期間について検討したか。
	     
	     

	
	(2) リース取引の損金性について検討し
たか。
	     
	     

	12．修繕費
	(1)　資本的支出はないかを検討したか
（６０万円基準、取得価額の１０％基準
など）。
	     
	     

	13．保険料
	(1)　資産性のものがないか検討したか。
契約者、受取人、被保険者の別、掛捨て（定期）か、満期受取り（養老）か、解約返戻金があるか等
	     
	     

	
	(2) 積立金等に計上すべき配当金等につい
て検討したか。
	     
	     

	14．租税公課
	(1)　損金に算入される項目とならない項目
の検討をしたか（労災保険、社会保険の
追徴金や延滞金は損金算入可）。
	     
	     

	
	
	
	

	
	(2)　納付状況等について確かめたか。
	     
	     

	15．福利厚生費
	(1)　給与になるものはないか検討したか。
	     
	     

	
	(2)　交際費との関連を検討したか。
	     
	     

	16．貸倒損失
	(1)　法律上の貸倒要件を確認したか。
	     
	     

	
	(2)　事実上の貸倒要件を確認したか。
	     
	     

	
	(3)　形式上の貸倒要件を確認したか。
	     
	     

	17．諸費用
	(1)　代表者等の役員が負担すべきものは

ないか。交際費との関連を検討したか。
	     
	     

	
	(2)　資本的支出はないか。
	     
	     

	
	(3)　前期と比較して、著しい増減について

は、その原因を検討したか。
	     
	     

	18．雑収入
	(1)　未収リベートの有無はないか検討し

たか。
	     
	     

	
	(2) 業種固有の雑収入の計上内容につい

て検討したか。
	     
	     

	
	 (3)　受贈益がないか検討したか。
	     
	     

	19．消費税等の

処理
	(1) 税抜経理処理方式と税込経理処理
方式の選択適用について検討したか。
	     
	     

	
	(2) 税込経理処理方式を選択した場合
の処理は適正になされているか。
	     
	     


Ⅱ　申告調整関係チェックリスト
	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1．税額計算
	(1)　税率の適用は正しいか。
	     
	     

	
	(2)　留保金額に対する税額は適正か。また租税特別措置法の特例計算は適正か。
	     
	     

	 2．税額控除
	(1)　所得税額の控除は適正か。また、所得に加算されているか。
	     
	     

	
	(2)　その他の税額控除は適正か。
	     
	     

	 3．繰越欠損金
	(1)　控除される欠損金は適正か。
	     
	     

	
	(2)　欠損金の繰戻還付は適正か。
	     
	     

	 4．受取配当金
	(1)　益金不算入の計算は適正か。
	     
	     

	 5．交際費の損金

不算入額の計算
	(1) 交際費科目以外の科目で交際費に該

当するものはないか。
	     
	     

	 6．役員給与
	(1)　特殊支配同族会社における役員給与の損金不算入は適正に処理されているか。
	     
	     

	 7．寄付金
	(1)　寄付金科目以外の科目で寄付金に該

当するものはないか。
	     
	     

	
	(2)　指定寄付金・特定寄付金を除いて、損金にならないことについては留意したか。
	     
	     

	
	(3)　未払計上されている寄付金がないか
どうか検討したか。
	     
	     

	 8．圧縮記帳
	(1)　交換、収用換地、特定資産の買換等に
よる取得資産の圧縮の計算は適正か。
	     
	     

	
	(2)　必要な証明書は添付されているか。
	     
	     

	 9．引当金準備金
	(1)　各引当金、準備金の繰入超過額、積立
超過額の加算をしたか。
	     
	     

	10．減価償却額
	(1)　減価償却費等の償却超過額は加算し
たか。
	     
	     

	
	(2)　特別償却の付表は添付されているか。
	     
	     

	11．所得の特別控除
	(1)　収用換地等による特別控除は適正か。
	     
	     

	
	(2)　必要な証明書は添付されているか。
	     
	     

	12．還付金
	(1)　法人税額から控除できなかった所得

税額の還付は適正か。
	     
	     

	13．地方税
	(1)　都道府県、市町村の該当する税率、均

等割額に誤りはないか。
	     
	     

	
	 (2)　分割基準は適正か。分割先の漏れはな

いか。
	     
	     

	14．修正事項等の

　　受入
	(1)　前期に修正申告または更正があった場合、否認事項の受入れの処理をしたか。
	     
	     

	15. 税効果会計
	 (1)　適用初年度においては、過年度分を「過年度税効果調整額」で処理をしたか。
	     
	     

	
	(2) 税効果会計の対象となる一時差異に
　　もれはないか。
	     
	     

	
	(3) 繰延税金資産については、当該資産の
　　回収可能性について充分検討したか。
	     
	     


業務チェックリスト 

（ 個 人 事 業 用 ）
	納税者名
	     
	
	所
	
	   
	
	担
	

	平成     年分
	
	長
	
	
	
	当
	


Ⅰ　所得税決算チェックリスト
■ 決算業務準備に関する事項
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1. 納税地の変更の有無を確認したか。
	     
	     

	 2. 諸規定（就業規則、給与規定、退職金規程、経理規定等）の変
更は確認したか。
	     
	     

	 3．配偶者・扶養親族・事業専従者等の変更がなかったか確認した
か。
	     
	     

	 4．納品書、請求書、領収書等の証憑書類は適切に保存されている
か。
	     
	     

	 5．前年以前の修正申告及び更正処分の内容を検討し、当年の会計処
理は正確、妥当に処理されているか。
	     
	     

	 6．事業主、経理責任者に当該決算期の概況、市況等を質問し、決
算の参考に供したか。
	     
	     

	7．前年に比し、業種・業態に変化がなかったか確認したか。
	     
	     

	8. 事業所得の判定が適正かどうか検討したか。
	     
	     


■ 貸借対照表関係（資産の部）

	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1．現金
	(1)　現金出納帳の残高は、実査又は現金の収
支を示す証拠資料との照合確認をしたか。
	     
	     

	
	(2) 現金出納帳の推移から見て、異常な入出
金や残高については原因を検討したか。
	     
	     

	
	(3)　現金過不足の処理は正しいか。
	     
	     


	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	2．預貯金 
	(1)　残高証明書と照合したか。
	     
	     

	
	(2)　預金名義の確認をしたか。
	     
	     

	
	(3)　相手先、金額、内容等について個別に検討

したか。
	     
	     

	
	(4) 当座預金については、銀行残高調整表の作

成を指導し検討したか。
	     
	     

	
	(5) 諸預金の受取利息を事業主勘定で処理し

たか。
	     
	     

	 3．受取手形
	(1)　手形帳の残高と個別に照合したか。
	     
	     

	
	(2)　手持手形、取立依頼手形、割引手形、差入手形等について検討したか。
	     
	     

	
	(3)  不渡手形は区分し、その内容を検討したか。
	     
	     

	 4．売掛金
	(1)　期末残高と補助簿の残高及び請求書の残

高とを個別に照合し、計上もれのないこと

を検討したか。
	     
	     

	
	 (2)　貸方残高の相手先については、内容を検討

したか。
	     
	     

	
	(3)　不良売掛金は、貸倒償却、貸倒引当金等と
関連づけて検討したか。
	     
	     

	
	(4)　締切日から決算日までの計上もれはない
か検討したか。
	     
	     

	
	(5)　売掛口座の設けてない一時貸などの売掛

金の有無について検討したか。
	     
	     

	
	 (6)　翌期の補助簿を約１ヶ月程度通査し、売

上、返品、値引等の計上もれのないことを確

かめたか。
	     
	     

	 5．棚卸資産
	(1)　原始記録は保存されているか。
	     
	     

	
	(2)　実地棚卸をした時期を確認したか。その時

　期が決算期末日でない場合の期末棚卸金額・換　算の妥当性を検討したか。
	     
	     


	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	
	(3)　期末直前・直後の売上、仕入及び期末在庫

の関連を検討したか。
特に、売上値引戻り、仕入値引戻し等の異

常が在庫に影響していないか検討したか。
	     
	     

	
	(4)　製品、仕掛品、未成工事、自社製造品等の

評価方法は適正か。
	     
	     

	
	 (5)　預り品、預け品、積送品、未着商品等につ

　　いて検討したか。
	     
	     

	 6．前払費用
	(1)　１年を超えて役務の提供を受ける部分は

ないか。（保証料など）
	     
	     

	
	(2)　リース料のうち前払費用となる部分はな

いか。
	     
	     

	 7．仮払金・

    前渡金
	(1)　相手先、金額及び内容は個別に検討した

か。
	     
	     

	
	(2)　他勘定への振替の要否を検討したか。
	     
	     

	 8．貸付金
	(1)　相手先、金額及び内容は個別に検討した

か。
	     
	     

	
	(2)　貸付利息は事業所得と雑所得とに正しく

区分計上されているか検討したか。
	     
	     

	
	(3)　不良債権等の吟味から、債権保全対策等

の検討をしたか。
	     
	     

	 9．立替金
	(1)　相手先及び金額内容は個別に検討したか。
	     
	     

	10. 未収収益
	(1)　計上すべき未収収益はないか。
	     
	     

	11．その他の

　　流動資産
	(1)　相手先、金額、内容等について個別に検討

したか。
	     
	     

	
	(2)　長期滞留のもの、他勘定に振替えるものは

ないか。
	     
	     

	12．有形固定資産
	(1)　期末現在高の確認（帳簿と現物の突合）を
したか。
	     
	     


	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	
	(2)　期中増加

1 権利証等により、所有権移転の事実を

　確認したか。

②　自社製作について原価を確認したか。
③　計上の時期、金額の妥当性を検討した

か。
④　資本的支出と修繕費の区分について検

討したか。
5 取得の為の付随費用を取得価額に加算

したか。

　　⑥　耐用年数、償却率についての検討をし

　　　たか。
	     
	     

	
	(3)　期中減少

①　売却廃棄、事故等による処分損益が正しく記録されているか確かめたか。
②　処分収入について、関係書類と突合し妥当性を確かめたか。
	     
	     

	13．無形固定資産
	(1)　期末残高及び期中の増減について、その金

額の正否を検討したか。
	     
	     

	
	 (2)　営業権、ソフトウェアは無形固定資産に計上し、適正に償却したか。 
	     
	     

	14．有価証券・

　　出資金
	(1)　手許保管有価証券について実査したか。
	     
	     

	
	(2)　保護預け中、担保提供中、名義書換中、売

　　却依頼中のもの等については預り証により

　　確かめたか。
	     
	     

	
	(3)  評価額の計算は、選定した方法により継続

して適正に行われているか。
	     
	     

	
	(4)　受取配当金等（配当所得）はないか。
	     
	     

	15．繰延資産
	(1)　新規取得の計上額について、計上の当否、
金額の妥当性を検討したか。
	     
	     

	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	
	(2)　償却額について、計算の正確性を検討したか。
	     
	     


■ 貸借対照表関係（負債・資本の部）
	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1．支払手形
	(1)　期末残高と手形記入帳、手形振出控えと個

別に照合したか。
	     
	     

	
	(2)  手形の内容について検討し、長短営業外支

払手形の区分をしたか。
	     
	     

	 2．買掛金
	(1)　補助簿の残高と個別に照合したか。特に、
長期間未決済のものについては検討したか。
	     
	     

	
	(2)  締切日から決算日までの計上もれはない

か検討したか。
	     
	     

	
	 (3)　翌期の補助簿を約１ヶ月程度通査し、仕

入、返品、値引等の計上もれのないことを確

かめたか。
	     
	     

	
	 (4)　借方残高については、内容を検討したか。
	     
	     

	 3．借入金
	(1)　残高証明書と照合したか。
	     
	     

	
	(2) 相手先、金額及び内容は個別に検討したか。
	     
	     

	
	(3)　利息の計上は妥当か。
	     
	     

	
	(4)　事業主の家族からの借入金は個別に確認
し、資金源泉を吟味したか。
	     
	     

	 4．未払金・

    未払費用
	(1)　相手先、金額及び内容は個別に検討した

か。特に、長期間未払のものについては検討したか。
	     
	     

	
	(2)　計上もれがないか検討したか。
	     
	     

	
	(3)　期末以降の支払を調査して期末計上の妥

当性を検討したか。
	     
	     

	 5．前受金
	(1)　相手先、金額及び内容は個別に検討したか。

	     
	     


	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	
	(2)　他勘定振替の要否を検討したか。
	     
	     

	 6．仮受金
	(1)　相手先、金額及び内容は個別に検討した

か。
	     
	     

	
	(2) 事業主及びその家族からの仮受は検討し

たか。
	     
	     

	
	(3)　他勘定振替の要否を検討したか。
	     
	     

	 7．預り金
	(1)　相手先、金額及び内容は個別に検討した

か。
	     
	     

	
	(2) 事業主及びその家族からの預り金は検討

したか。
	     
	     

	
	(3) 源泉所得税等預り金は関係帳簿と突合し

たか。
	     
	     

	
	(4)　他勘定振替の要否を検討したか。
	     
	     

	 8．貸倒引当金
	(1)　貸金の範囲は正しいか。特に債権・債務両

取引のある相手先について検討したか。
	     
	     

	
	(2)　洗替処理は正しくされているか
	     
	     

	
	(3)　個別評価による繰入額は正しいか。
	     
	     

	
	(4)　繰入率に誤りはないか。
	     
	     

	9．その他の負債
	(1)　相手先、金額、内容等について個別に検討

したか。
	     
	     

	10．元入金
	(1)　元入金の額は正しく計算されていること

を確かめたか。
	     
	     


■ 損益計算書関係
	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1．売上
	(1)　引渡し基準以外の売上基準を採用してい

る場合には、当該基準の適用が事実に基づい

ているかどうか確かめたか。
	     
	     

	
	(2)　決算日前後の納品書等は点検したか。
	     
	     

	
	(3)　前々期、前期と対比し、増減の要因を検討
したか。
	     
	     

	
	(4)　決算後の売上入金等について検討したか。
	     
	     

	
	(5)　自家消費分の計上もれはないか確かめた
か。
	     
	     

	 2．雑収入
	(1)　事業付随収入のもれがないか確認をした
か。
	     
	     

	
	(2) 記帳を税込みで行っている場合、受取消費
税と支払消費税の差額が雑収入として受入れがあるか確認したか。
	     
	     

	
	(3) 事業所得以外の収入が混在していないか
確認したか。
	     
	     

	
	(4)　未収計上すべきものがないか確認したか。
	     
	     

	 3．売上原価・

　　製造原価・

    工事原価
	(1) 仕入について決算日前後の納品書等を点
検し、仕入計上方法の妥当性を検討したか。
	     
	     

	
	(2) 外注費等の重要項目については、証憑と突
合わせて検討したか。
	     
	     

	
	(3)　売上原価率について、前々期、前期と対比
し、変動とその要因を検討したか。
	     
	     

	
	(4)　仕入、材料費、消耗品費などから固定資産
などに振替る必要はないか検討したか。
	     
	     

	 4．売上・仕入の
　　返品及び値引
	(1) 決算日前後の値引、返品、相殺の処理は適
正か。
	     
	     

	 5．租税公課
	(1)　所得税、住民税、付帯税、国民年金保険料
等が含まれていないか確かめたか。
	     
	     

	
	(2) 事業の用に供されていない固定資産税、自
動車税等が含まれていないか確かめたか。
	     
	     

	
	(3) 建物、自動車等の事業供用分の按分計算は
正しいか。
	     
	     

	 6．水道光熱費・

    旅費交通費・
	(1)　全ての支出が事業に必要と認められるも
のであることを確かめたか。
	     
	     

	通信費
	また、家事関連費が含まれている場合、合
理的な基準に基づいて按分計算を行ってい
るか確かめたか。
	     
	     

	
	(2)　家事関連費に該当する部分について事業
主勘定に振替えられていることを確かめた
か。
	     
	     

	
	(3)　海外渡航費についてその内容を検討した
か。
	     
	     

	
	(4)　旅費精算書等は整理・保存されているか。
	     
	     

	 7．接待交際費
	(1)　全ての支出が事業に必要と認められるも
のであることを確かめたか。
	     
	     

	
	(2)　接待の相手先の氏名等が明瞭であること
を確認したか。
	     
	     

	8．損害保険料
	(1)　積立保険料、事業主及び家族を被保険者と
する生命保険料等が含まれていないか確認
したか。
	     
	     

	
	(2) 未経過保険料が含まれていないか確認し
たか。
	     
	     

	
	(3) 建物、自動車等の事業供用分の按分計算は
正しいか。
	     
	     

	 9．修繕費
	(1)　全ての支出が事業に必要と認められるも
のであることを確かめたか。
	     
	     

	
	(2) 資本的支出はないか検討したか（６０万円
基準、取得価額の１０％基準など）。
	     
	     

	
	(3) 建物、自動車等の事業供用分の按分計算は
正しいか。
	     
	     

	10．消耗品費
	(1)　全ての支出が事業に必要と認められるも
のであることを確かめたか。
	     
	     

	
	(2) １組の支出金額が１０万円以上の資産の
取得費が含まれていないことを確かめたか。
	     
	     

	11．減価償却費
	(1)　耐用年数、取得価額、事業供用日、供用割
合及び償却方法は確認したか。
	     
	     

	
	(2) 取得価額が10万円以上20万円未満のもの
につき、選択した方法により適正に償却して
いるか。
	     
	     

	
	(3) 取得価額が30万円未満のものにつき、必要
経費の処理は適正か。
	     
	     

	
	(4)　措置法適用誤りはないか。
	     
	     

	12．福利厚生費
	(1)　事業主及び家族の生活費とされるべき医
療費、飲食代等の家事関連費が含まれていな
いか確認したか。
	     
	     

	
	(2) 従業員を被保険者とした保険契約等に基

づいて支払った生命保険料等について、その

内容に応じて会計処理を行っているか。ま

た、給与所得とすべきものについては源泉徴

収を適切に行っているか確認したか。
	     
	     

	13．給料賃金
	(1)　源泉徴収簿、扶養控除等異動申告書、賃金
台帳、労働者名簿、出勤簿等を精査し、処理
が正しいか確かめたか。
	     
	     

	
	(2) 給与に計上すべきもので、他の経費に含ま
れたものはないか確認したか。
	     
	     

	
	(3)　現物給与の検討をしたか。
	     
	     

	14．利子割引料
	(1)　全ての支出が事業に必要と認められるも
のであることを確かめたか。
	     
	     

	
	(2)　事業供用分の按分計算は正しいか。
	     
	     

	15．地代家賃
	(1)　全ての支出が事業に必要と認められるものであることを確かめたか。
	     
	     

	
	(2)　事業供用分の按分計算は正しいか。
	     
	     

	16．貸倒金
	(1)　税務上の貸倒れの要件を確認したか。
	     
	     

	
	(2)　事業に関連する債権であるか確認したか。
	     
	     

	17．リース料
	(1)　全ての支出が事業に必要と認められるものであることを確かめたか。


	     
	     


	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	
	(2) 契約書により支払先別の支払金額及び対

象期間について検討したか。
	     
	     

	
	(3) リース取引の必要経費性について検討し

たか
	     
	     

	
	(4)　措置法適用誤りはないか。
	     
	     

	18．事業用資産の

損失
	(1) 保険金等により補填されたものはないか。


	     
	     

	
	(2) 未償却残高が適切に算定されているか確

認したか(個人事業者については減価償却は

　　強制償却である）。
	     
	     

	19．その他の必要

　　経費
	(1) 家事関連費に該当する支出が含まれてい
ないか確認したか。
	     
	     

	20．事業主勘定
	(1)　事業主勘定の内容につき、前年と比較検討

し、家計費の支出が所得と照らして妥当であ

るか検討したか。
	     
	     

	
	 (2)　事業主借勘定への多額な受け入れにつき、

その資金源泉を確かめたか。
	     
	     

	
	(3)　事業所得以外の所得につき、事業主勘定で
処理している場合、その内容を関係書類等で
確認したか。
	     
	     

	21．専従者給与
	(1)　青色事業専従者給与に関する届出書は出
してあり、支給額は届出基準に準拠している
ことを確認したか。
	     
	     

	
	(2)　労務に従事した期間、労務の性質や提供の
程度からして労務の対価として相当である
ことを確認したか。
	     
	     

	
	(3)　経営の実態、収益の状況、従業員の給与等
から相当であることを検討したか。
	     
	     

	22．青色申告

　　特別控除
	(1) 青色申告特別控除の適用について記帳の

状況、その他要件は満たしているか。
	     
	     

	
	(2)　不動産所得、事業所得の順に控除している

か。
	     
	     

	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	
	(3)　確定申告書にこの規定の適用を受けよう

とする旨の記載があるか。
	     
	     

	
	(4)　確定申告書に控除を受ける金額の計算に

関する事項を記載しているか。
	     
	     

	23．消費税等の

処理
	(1)　税抜経理処理方式と税込経理処理方式の
選択適用について検討したか。
	     
	     

	
	(2)　税込経理処理方式を選択した場合の処理
は適正になされているか。
	     
	     


Ⅱ　申告関係チェックリスト
	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1．申告所得
	(1)　各種所得の区分に応じ適正に計算してあ
ることを確認したか。
	     
	     

	
	(2)　損益通算に誤りはないか。
	     
	     

	
	(3)　前年からの繰越損失額は正しい順序で控
除したか。
	     
	     

	
	(4)　一時所得、雑所得、配当所得等のもれはな
いか。
	     
	     

	 2．所得控除
	(1)　各種所得控除は関係書類等から金額が適
正か確認したか。
	     
	     

	
	(2) 限度額が定められているものの控除額の
計算は正しく行われているか。
	     
	     

	
	(3)　所得要件のある寡婦控除等の適用に誤り
はないか確認したか。
	     
	     

	
	(4)　扶養控除の適用に関しては、各人の収入の
状態につき確認したか。
	     
	     

	
	(5)　添付すべき書類のもれはないか。
	     
	     

	 3．税額計算
	(1)　税率の適用は正しいか。
	     
	     

	
	(2)　定率減税は適切に行っているか。
	     
	     

	 4．税額控除
	(1)　税額控除は適正か。
	     
	     

	
	(2)　住宅借入金等特別控除、外国税額控除等税
額控除もれはないか。
	     
	     

	
	(3)　添付すべき書類のもれはないか。
	     
	     

	 5．源泉徴収税額
	(1)　源泉徴収税額は適正か。
	     
	     

	
	(2)　源泉徴収票の添付もれはないか。
	     
	     

	 6．予定納税額
	(1)　予定納税額の記載は正しいか確認したか。
	     
	     

	 7．申告納税額・

    第３期分の税額
	(1) 申告納税額、第３期分税額の計算に誤りは
ないか。
	     
	     

	8．納税方法
	(1)　延納申請の有無を確認したか。
	     
	     

	
	(2)　振替納税の有無を確認したか。
	     
	     

	9．特例適用条文
	(1)　措置法など特例を適用した場合、条文の記載もれはないか。
	     
	     

	10．添付書類
	(1)　財産債務の明細書添付に留意する。
	     
	     


業務チェックリスト 

（ 消　費　税　用 ）
	納税者名
	     
	
	所
	
	   
	
	担
	

	課税期間
	  年  月  日～  年  月  日・平成  年分
	
	長
	
	
	
	当
	


■ 申告準備に関する事項（課税事業者の判定）
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1. その課税期間の基準期間における課税売上高は、いくらか。
	     
	     

	 2. 事業年度を変更している場合、基準期間を確認したか。
	     
	     

	 3. 基準期間が1年でない場合、課税売上高を1年に換算したか。（法人の場合）
	     
	     

	 4. 資本金1000万円以上の新設法人か。（社会福祉法人他一定のものを除く。）
	     
	     

	 5. 輸出免税も課税売上高に含めたか。
	     
	     

	 6. 基準期間が免税であった場合、基準期間の課税売上高を税込額で判断した

か。
	     
	     

	7. 本則課税、簡易課税の選択の確認はできているか。
	     
	     

	8. 届出書は、提出されているか。
	     
	     

	9. 相続、合併又は分割があった場合の基準期間の課税売上高の計算は適

正か。
	     
	     


■ 課税売上高
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	1. 国内、国外の取引の区分は、出来ているか。
	     
	     

	2. 対価性のない取引を課税対象から除外したか。

(例)　受取保険金、補助金、助成金、受取配当金等
	     
	     

	3. 雑収入勘定の全取引についての課税、非課税、不課税の区分は、

出来ているか。
	     
	     

	4. 固定資産の売却は、もれていないか。
	     
	     


■ 仕入税額控除（本則課税）
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1. 課税売上割合が95％以上であり全額控除が可能であるか確認出来ているか。
	     
	     

	 2. 国内、国外の取引の区分は、出来ているか。
	     
	     

	 3. 非課税、不課税仕入を控除していないか。
	     
	     

	 4. 記帳、記録及び請求書等の保存が出来ているか。
	     
	     

	 5. 個別対応方式及び一括比例配分方式の選択は適正か。
	     
	     

	 6. 有価証券の譲渡があった場合、課税売上割合に反映されているか。
	     
	     

	7. 課税売上割合が著しく変動した場合の調整対象固定資産に係る仕入控除税額の調整はできているか。
	     
	     

	8. 国、地方公共団体、公共法人等の場合、特定収入に係る調整はできているか。
	     
	     

	9. 免税事業者から課税事業者、又は課税事業者から免税事業者となった場合の棚卸資産に係る仕入控除税額の調整はできているか。
	     
	     


■ 簡易課税の場合
	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　　要

	1．簡易課税事業者
の判定
	(1)　前課税期間以前に｢簡易課税制度選択

届出書｣を提出しているか。
	     
	     

	
	(2)　新設法人で、今課税期間中に｢簡易課税

制度選択届出書｣を提出してるか。
	     
	     

	
	(3)　基準期間が簡易課税制度を選択できる

課税売上高か。
	     
	     

	2．事業区分の確認
	(1)　第１種事業(卸売業）
商品の性質及び形状を変更しないで他
の事業者に対して販売している
	     
	     

	
	(2)　第２種事業(小売業）
商品をその性質及び形状を変更しないで
消費者に販売している
	     
	     

	
	(3)  第３種事業(製造業等）
①農業、②林業、③漁業、④鉱業、⑤
建設業、⑥製造業（製造小売業を含む）、
⑦電気業、ガス業、熱供給業及び水道業
に該当する
加工賃等を対価とする役務の提供(第
４種）では、ないこと
	     
	     

	
	(4)  第４種事業(その他の事業）
飲食店業、金融・保険業等、加工賃を
対価とする役務の提供、固定資産等の売
却等に該当すること
	     
	     

	
	(5)　第５種事業（不動産業等）
不動産業、運輸通信業及びサービス業
（飲食店業を除く）に該当すること
	     
	     

	
	(6)　２以上の事業を営む場合
１つの事業の課税売上高が全体の100

分の75以上を占める場合、特例の適用を

検討する
	     
	     

	
	 (7)　３以上の事業を営む場合

２つの事業の課税売上高が全体の100

分の75以上を占める場合、特例の適用を

検討する
	     
	     

	


業務チェックリスト
（ 相　続　税　用 ）
	被相続人名
	     
	
	所
	
	   
	
	担
	

	　  年　  月　  日相続開始分
	
	長
	
	
	
	当
	


■ 申告準備に関する事項
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　　　　要

	1．戸籍謄本で相続人の確認をしたか。
	     
	     

	2．遺言書の有無を確認したか。
	     
	     

	3．相続放棄、限定承認、遺贈等の確認をしたか。
	     
	     

	4．分割協議書作成の確認をしたか。
	     
	     

	5．相続人全員の印鑑証明書はそろっているか。
	     
	     

	6．相続人の中の未成年者の有無の確認をしたか。
	     
	     

	7．贈与税の納税猶予の特例の適用を受けた農地等の確
認をしたか。
	     
	     

	8．相続開始前３年以内に被相続人から贈与を受けた財
産の確認をしたか。
	     
	     

	9．相次相続控除の確認をしたか。
	     
	     

	10．在外財産に対する相続税額の控除の確認をしたか。
	     
	     

	11．相続時精算課税適用者の有無の確認をしたか。
	     
	     


■ 検討項目（相続財産）

	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　　要

	1.不動産

（土地･建物）
	(1)　未登記の不動産の確認をしたか。
	     
	     

	
	(2)　不動産の中の共有物の確認をしたか。
	     
	     

	
	(3)　先代名義の未分割不動産の確認をしたか。
	     
	     

	
	(4)　他の都道府県、市町村に所在する不動産の確認を
したか。
	     
	     

	
	(5)　借地権及び耕作権の確認をしたか。
	     
	     

	
	(6)　貸付地｢土地の無償返還に関する届出書｣の確認を
したか。
	     
	     

	
	(7)　山林の縄延びの確認をしたか。
	     
	     

	2.事業(農業)用

財産
	(1)　事業用財産・農業用財産の確認をしたか。
	     
	     

	3.有価証券
	(1)　株式・出資金・公社債・貸付信託等の確認をした
か。
	     
	     

	
	(2)　増資等による株式の増加分・端株の確認をしたか。
	     
	     

	
	(3)　新株引受権、配当期待権の確認をしたか。
	     
	     

	
	(4)　被相続人に帰属する有価証券等の確認をしたか。
	     
	     

	4.現金・預貯金
	(1)　相続開始日現在の残高の確認をしたか。
	     
	     

	
	(2)　既経過利息の計算の確認をしたか。
	     
	     

	
	(3)　被相続人に帰属する現金・預貯金の確認をしたか。
	     
	     

	
	(4)　相続開始直前の現金・預貯金の動き及び3年前まで
の大口出金の確認をしたか。
	     
	     

	5.家庭用財産
	(1)　家庭用財産の確認をしたか。
	     
	     

	6.生命保険金・

　退職手当金等
	(1)　生命保険金の確認及び受取人の確認をしたか。
	     
	     

	
	(2)　生命保険契約に関する権利の確認をしたか。
	     
	     

	
	(3)　被相続人が保険料を負担していた家族名義等の生
命保険の確認をしたか。
	     
	     

	
	(4)　退職金の確認をしたか。
	     
	     

	
	(5)　退職金に準ずる弔慰金等の確認をしたか。
	     
	     

	7.立木
	(1)　樹種・樹齢等の標準価額の確認をしたか。
	     
	     

	8.その他の財産
	(1)　貸付金、前払金等の確認をしたか。
	     
	     

	
	(2)　自動車・バイク・船舶等の確認をしたか。
	     
	     

	
	(3)　貴金属・書画・骨董等の確認をしたか。
	     
	     

	
	(4)　ゴルフ会員権・ﾘｿﾞｰﾄｸﾗﾌﾞ会員権等の確認をした
か。
	     
	     

	
	(5)　庭園設備の確認をしたか。
	     
	     

	
	(6)　未収給与・年金・未収配当金の確認をしたか。
	     
	     

	
	(7)　未収地代・家賃・未収入院給付金等の確認をした
か。
	     
	     

	
	(8)　電話加入権の確認をしたか。
	     
	     

	
	(9)　著作権・特許権・営業権等の確認をしたか。
	     
	     

	
	(10)　準確定申告の還付金の確認をしたか。
	     
	     

	
	(11)　その他の財産の確認をしたか。
	     
	     


■ 検討項目（債務・葬式費用）

	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　　　要

	1.債務
	(1)　借入金等の債務の確認をしたか。
	     
	     

	
	(2)　未納税金等の確認をしたか。
	     
	     

	
	(3)　預り金（敷金・保証金等）の確認をしたか。
	     
	     

	2.葬式費用
	(1)　通夜・葬式費用以外の費用の確認をしたか。
	     
	     

	3.その他
	(1)　控除できないものについて確認をしたか。
	     
	     


■ 検討項目（財産評価）

	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　　　要

	1.土地
	(1)　土地の現況地目の判定は適正か。
	     
	     

	
	(2)　実測面積での評価の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(3)　路線価・倍率方式での評価地の場所の確認を行った
か。
	     
	     

	2.宅地
	(1)　貸宅地の地上権又は借地借家法に規定する借地権の
目的に適合しているか。
	     
	     

	
	(2)　貸家建付地の建付地割合の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(3)　借地権の借地権割合の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(4)　地上権の法定地上権割合の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(5)　正面路線の判定は奥行価格補正率を乗じた後の判定
を行ったか。

又、同額の場合の路線に接する間口の正面路線の確
認を行ったか。
	     
	     

	
	(6)　地区の異なる２路線に面する場合の正面路線の判定
を行ったか。
	     
	     

	
	(7)　間口が狭い宅地等や奥行が長大な宅地の「間口狭小
補正率」「奥行長大補正率」の調整率の判定を行った
か。
	     
	     

	
	(8)　不整形地は、かげ地割合等に基づき「不整形地補正
率」により評価を行ったか。
	     
	     

	
	(9)　無道路地やがけ地の評価の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(10)　私道に関しては、道路の現況より利用状況にて判定
を行ったか。
	     
	     

	
	(11) 路地等４メートル未満の道路に面している宅地の
セットバック評価を行ったか。
	     
	     

	
	(12)　倍率方式による評価は評価倍率の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(13)　広大地の評価は要件を満たしているか確認を行っ
たか。
	     
	     

	
	(14) 都市計画道路予定地の区域内にある宅地の評価は
補正率の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(15)　特定路線価による評価または個別評価は特定路線価
設定申出書等の提出を行ったか。
	     
	     

	
	(16)　棚卸資産である不動産の評価は適正であるか。
	     
	     

	3.農地

　（田・畑）
	(1) 農地（田・畑）の区分、都市計画法による区分及び
農地法等による区分にて評価上の区分確認を行った
か。
	     
	     

	
	(2)　市街地農地、宅地造成費相当額を控除したか。
	     
	     

	
	(3)　市街地周辺農地、２０％評価減を行ったか。
	     
	     

	
	(4)　中間農地・純農地、評価倍率の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(5)　生産緑地、規定に基づく減額等が行なわれているか。
	     
	     

	
	(6)　貸し付けられている農地は、耕作権又は永小作権等
の価額の控除を行ったか。
	     
	     

	
	(7)　耕作権は、農地法の許可を受けているかの確認後、
減額を行ったか。
	     
	     

	
	(8)　永小作権は、永小作権割合を乗じて行ったか。
	     
	     

	
	(9)　農業投資価格の確認を行ったか。
	     
	     

	4.山林

（原野･牧場･池沼)
	(1)　市街地山林は、宅地造成費相当額を控除したか。
	     
	     

	
	(2)　中間・純山林は、評価倍率の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(3)　保安林・貸し付けられている山林・分収林等の評価
方法の確認を行ったか。
	     
	     

	5.鉱泉地
	(1)　固定資産税評価額の確認を行ったか。
	     
	     

	6.雑種地
	(1)　評価地の状況を確認し類似する付近の土地の価額と
の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(2) 貸し付けられている雑種地、賃借権又は地上権等の
価額の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(3) 雑種地に係る賃借権、賃貸借契約の内容及び利用状
況等を勘案し確認を行ったか。
	     
	     

	7.その他の土地
	(1)　ゴルフ場用地、評価地が市街化区域であるか又は
それに近接するか等の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(2) 遊園地、運動場、競馬場その他これらに類似する施
設の用に供する土地、それぞれの確認を行ったか。
	     
	     

	8.家屋・構築物
	(1)　固定資産税評価額の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(2)　貸家・借家権割合の確認を行ったか。
	     
	     

	
	(3) 借家権、その権利が取引される慣行である地域かの
確認を行ったか。
	     
	     

	
	(4) 建築中の家屋、費用現価の確認及び３０％評価減を
行ったか。
	     
	     

	
	(5) 門・塀等の設備、再建築価額の算定及び定額法によ
る減価償却控除を行ったか。
	     
	     

	
	(6) 庭園設備等、調達価額の確認及び３０％評価減を行
ったか。
	     
	     

	9.事業(農業)用
財産
	(1)　決算書に基づき確認を行ったか。
	     
	     

	
	(2) 事業用財産の中で、相続開始と共に消滅した財産は
含まれていないか。
	     
	     

	10.有価証券
	(上場株式等)

・課税時期の終値及び３ヶ月の終値の月平均額との低い価額を選択したか。

・利付債・割引債を額面で評価していないか。
	     
	     

	
	(取引相場のない株式(出資))

・会社の規模及び株主の態様に応じ評価方式の確認を行なっているか。
	     
	     

	
	(1)　自社株式の保有の有無について確認を行っている
か。
	     
	     

	
	(2)　特定評価会社の該当について確認を行っているか。
	     
	     

	
	(3)　類似業種の業種区分の確認を行っているか。
	     
	     

	
	(4)　法人資産としての計上されていない借地権等がない
かの確認を行なっているか。
	     
	     

	
	(5)　機械等に係る割増償却額の修正計上を行なっている
か。
	     
	     

	
	(6)　法人の受取生命保険金及び生命保険の権利評価の資
産計上を行なっているか。
	     
	     

	
	(7)　繰延資産の資産計上をしていないかの確認を行なっ
ているか。
	     
	     

	
	(8)　準備金、引当金を負債計上していないかの確認を行
なっているか。
	     
	     

	
	(9)　死亡退職金が負債計上されているかの確認を行なっ
ているか。
	     
	     

	
	(10)　受取生命保険金の保険差益について、法人税相当額
を負債計上されているかの確認を行なっているか。
	     
	     

	
	(11) 未納租税公課の負債計上がされているかの確認を
行なっているか。
	     
	     

	
	(12) 利益処分にて確定した未払配当金及び役員賞与が
負債計上されているかの確認を行なっているか。
	     
	     

	
	(13) ３年以内に取得した土地建物等は、「通常の取引価
額」で計上されているかの確認を行なっているか。
	     
	     

	11.立木
	(1)　評価に当たっては、森林地の地積調査を行なってい
るか。
	     
	     

	
	(2)　森林地域ごとの標準価額を基に評価している確認を
行なっているか。
	     
	     

	
	(3)　立木価額の８５％相当額によって評価している確認
を行なっているか。
	     
	     

	
	(4)　森林法等に基づき制限を受ける保安林等の立木につ
いては伐採区分により控除を行なっているか。
	     
	     

	12.ゴルフ会員権等
	(1)　会員権の種類に応じた区分を確認しているか。
	     
	     

	
	(2) 取引相場のあるもののうち、預託金等の返還を受け
る時期に応じた区分により計算を行なっているか。
	     
	     

	
	(3)　通常の取引価格の７０％相当額を計上しているか、
又、通常の取引価格の確認を行なっているか。
	     
	     

	
	(4)　取引相場のないもののうち、株主会員のものは財産
評価基本通達に基づいて評価した株式の価額で行なっ
ているか。
	     
	     

	
	(5)　プレー権しかないものについては、評価を行なって
いないか。
	     
	     

	
	(6)　その他の会員権も確認を行ったか。
	     
	     

	13.抵当証券
	(1)　抵当証券業者が販売するものと、それ以外のものと
に区分して評価しているか。
	     
	     

	14.書画骨董品
	(1)　販売業者の有するものは棚卸商品として計上されて
いるか。
	     
	     

	
	(2) 売買実例価額、精通者意見価格等を参酌して評価さ
れているか。
	     
	     

	
	(3)　骨董品・美術品台帳の確認をしたか。
	     
	     

	15.生命保険契約

に関する権利
	(1)　算式による評価もしくは解約返戻金の額による評価
のどちらかを選択している。
	     
	     

	
	(2)　解約返戻金以外に支払われることとなる前納保険料
額、剰余金の分配額を合計したかの確認を行ったか。
	     
	     


■ 検討項目（特例）

	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　　　要

	1．小規模宅地等
	(1)　同居親族又は被相続人と生計を一にしていた親族が
特定居住用宅地等の適用を受ける場合に必要な書類を
添付しているか。
	     
	     

	
	(2) 非同居親族が特定居住用宅地等の適用を受ける場合
に必要な書類を添付しているか。
	     
	     

	
	(3) 国営事業用宅地等の適用を受ける場合に必要な書類
を添付しているか。
	     
	     

	
	(4) 特定同族会社事業用宅地等の適用を受ける場合に必
要な書類を添付しているか。
	     
	     

	
	(5) 不動産貸付用（不動産業、駐車場業、自転車駐車場
業及び準事業）の宅地等について、特定事業用宅地等
として８０％減をしていないか。
	     
	     

	
	(6) 特定居住用宅地は取得者ごとの居住継続、所有継続
要件を満たしているか。
	     
	     

	
	(7)　面積制限の計算を適正にしているか。
	     
	     

	
	(8)　未分割の宅地を適用していないか。
	     
	     


	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　　　要

	2.特定事業用資産
	(1)　特例を適用する場合に必要な書類を添付してい

るか。
	     
	     


業務チェックリスト 

〔 所得税（土地・建物）用 〕

	納税者名
	     
	
	所
	
	     
	
	担
	

	平成     年分
	
	長
	
	
	
	当
	


· 収入金額

	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　　　要

	1. 譲渡価額は契約書等で確認したか。
	     
	     

	2. 譲渡代金の入金状況を確認したか。
	     
	     

	3. 未収金や実測精算金がある場合、これらも計上されているか。
	     
	     

	4. 譲渡代金の他、買主の負担とされている公租公課等が計上されているか。
	     
	     

	5. 特約条項がある場合、収入に計上すべきものの検討を行っているか。
	     
	     

	6. 譲渡代金の精算が借入金等と相殺、あるいは代物弁済されている場合、それらの精算額が適正に計上されているか。
	     
	     

	7. 貸付資産を敷金、保証金込みで譲渡した場合、これらの額も計上されているか。
	     
	     

	8. 買替え、交換等の特例の適用を受ける場合の収入金額に誤りはないか。
	     
	     


· 取得費
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　　　要

	1.　購入、建築等の価額を契約書、領収証等で確認したか。
	     
	     

	2.　売却した不動産は、購入時に買換えや交換、相続等の特例の適用を受けていないか。（これらの特例を受けている場合は、実際の取得価額ではなく引継取得価額を基に取得費を計算する）
	     
	     

	3.　購入・建築時の仲介手数料、登録免許税、不動産取得税、相続登記費用、名義書換費用の計上に誤りはないか。（事業所得・不動産所得等の必要経費に算入されたものは除かれる）
	     
	     

	4.　一括購入した土地の一部を譲渡した場合に、取得費のあん分計算をしているか。
	     
	     

	5.　取得費について、概算取得費（譲渡代金の5%）と実際に支払った費用（造成費、改良費等）を重複して計上していないか。（いずれか高い金額の方が取得費となる）
	     
	     

	6.　マンションなど建物と土地を一括購入している場合の建物の減価償却費の計算は適正か。（土地と建物の取得価額の区分は適正か）
	     
	     

	7.　固定資産税や修繕費等の維持管理費を取得費に含めていないか。
	     
	     

	8.　遺産分割の際の訴訟費用・弁護士費用を取得費に含めていないか。
	     
	     

	9.　借入金利息がある場合、使用開始日後の利息が取得費に計上されていないか。（各種所得で必要経費に算入されたものも取得費にならない）
	     
	     


· 譲渡費用
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　　　要

	1. 譲渡や譲渡代金回収のための弁護士費用等が計上されていないか。
	     
	     

	2. 概算取得費を適用した場合に、造成費、改良費等が譲渡費用に計上されていないか。
	     
	     

	3. 固定資産税や修繕費等の維持管理費用を譲渡費用に含めていないか。
	     
	     

	4. 借家人に対する立退料や建物の取壊し費用は、譲渡のために直接要した費用のみが計上されているか。また、収入印紙代は譲渡価額で確認したか。
	     
	     

	5. 抵当権抹消費用、地目変更登記費用、名義人表示変更登記費用等、譲渡に直接関係のない費用が計上されていないか。
	     
	     


· その他

	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　　　要

	1. 譲渡所得の長期・短期の区分を誤っていないか。

（長期）譲渡をした日の属する年の1月1日において引き続き所有していた期間が5年を超えるもの

（短期）上記所有期間が5年以下のもの

【注】①相続・贈与により取得した資産は、被相続人・贈与者が取得した日から計算する
②交換（所58）、買換え等（措法33、33の2、33の3、37の6）の特例の適用を受けた取得資産は旧譲渡資産の取得の日から計算する
③相続等により取得した居住用財産の特例（措法36の2、36の5、36の6）や、特定の事業用資産の特例（措法37、37の4、37の5、37の7、37の9の2、37の9の3、37の9の4）の適用を受けた取得資産は、実際の取得の日から計算する（取得時期は引き継がない。）
	     
	     

	2. 共有の場合、各共有者の譲渡所得の計算は、共有持分に応じてあん分がされているか。
	     
	     

	3. 措置法の特別控除適用の場合、特別控除前の合計所得金額で所得制限のある寡婦（寡夫）控除・扶養控除等を検討したか。
	     
	     

	4. 適用税率や税額計算に誤りはないか。

・所有期間10年以下の場合に、居住用軽減税率（措法31の3）を適用していないか。

・建物の譲渡所得について、優良住宅地の軽減税率（措法31の2）を適用していないか等。
	     
	     

	5. 居住用の3000万円控除（措法35）や買換え特例（措法36の2、36の6）を受けた上で、買換資産について住宅借入金等特別控除を受けていないか。（併用適用不可）

※譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例について見直しを行っているか。
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■ 申告準備に関する事項
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	1. 登記済証（贈与証書）等により贈与の事実を確認したか。
	     
	     

	2. 現金・預金贈与の事実を預金通帳等で確認したか。
	     
	     

	3. 満期保険金等の受け取りについて契約書等を確認したか。
	     
	     

	配偶者控除適用の場合
	 4. 婚姻期間が20年以上（1年未満の端数は切り捨てる）であることを戸籍謄本で確認したか。
	     
	     

	
	 5. 居住用不動産の贈与であることを登記事項証明書及び住民票

　により確認したか。
	     
	     

	
	 6. 金銭贈与の場合、居住用不動産の取得に充てられていること

　を確認したか。
	     
	     

	相　続　時　精　算　課　税　適　用　の　場　合
	 7. 受贈者が贈与を受けた年の1月1日において20歳以上で贈与者の子である推定相続人であることを確認したか。
	     
	     

	
	 8. 贈与者が贈与をした年の1月1日において65歳以上であること

　を確認したか。

（住宅取得資金の贈与を受ける場合は不要）
	     
	     

	
	 9. 新築または増築等をした住宅用家屋の床面積は50㎡以上であ

ることを確認したか。

（住宅取得資金の贈与を受ける場合のみ）
	     
	     

	
	10. 取得した住宅用家屋は建築後使用されたことのないものまた

　はその取得の日前20年以内（耐火建築物は25年以内）に建築さ

れたものかを登記事項証明書により確認したか。

（住宅取得資金の贈与を受ける場合のみ）

【注】新耐震基準適合住宅である場合は、築後20年（25年）を超えても適用されるが、その場合「耐震基準適合証明書」により確認したか
	     
	     

	相続時精算課税適用の場合
	11. 増改築後の工事の内容について、「確認済証」または「検査

済証」の写しもしくは「増改築等工事証明書」により確認したか。（住宅取得資金の贈与を受ける場合のみ）
	     
	     

	
	12. 増改築等の工事に要した費用の額が100万円以上であること

　を領収書等で確認したか。

（住宅取得資金の贈与を受ける場合のみ）
	     
	     

	
	13. 贈与者が作成した「相続時精算課税に係る財産を贈与した旨

の確認書」の有無を確認したか。
	     
	     

	
	14. 「相続時精算課税選択届出書」の有無を確認したか。
	     
	     


■ 検討項目（財産評価）
	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 1.土地
	(1) 現況地目の判定は適正か。
	     
	     

	
	(2) 実測面積で評価しているか。
	     
	     

	
	(3) 路線価・倍率方式のいずれの評価地域かの

確認を行ったか。
	     
	     

	 2.宅地
	(1) 貸宅地の場合、その土地に存する権利に基

づいた評価をしているか。
	     
	     

	
	 (2) 貸家建付地は、借地権割合および借家権割合の確認を行って評価しているか。
	     
	     

	
	 (3) 正面路線価の判定は奥行価格補正率を乗じ

た後で行っているか。
	     
	     

	
	 (4) 地区の異なる2路線に面する場合、正面路線

　 の地区区分により評価しているか。
	     
	     

	
	 (5) 不整形地の判定は、かげ地割合等に基づく

　 「不整形地補正率」により行っているか。
	     
	     

	
	 (6) 間口の狭い土地や奥行が長大な土地につい

て、「間口狭小補正率」、「奥行長大補正率」

の判定を行って評価しているか。
	     
	     

	
	 (7) 広大地の評価は、その要件を満たしているか。
	     
	     

	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 2.宅地
	 (8) 路線価の設定されていない道路のみに接している土地については、「特定路線価格設定申出書」を提出して評価しているか。
	     
	     

	
	 (9) 棚卸し資産である不動産の評価は、路線価方式や倍率方式でなく適正に行っているか。
	     
	     

	 3.農地

 （田・畑）
	 (1) 市街地農地について、宅地造成費相当額を

   控除しているか。
	     
	     

	
	 (2) 市街地周辺農地について、市街地農地としての評価額から20%の評価減を行っているか。
	     
	     

	
	 (3) 耕作権の目的となっている農地の評価減

は、農地法の許可を受けているものかを確認

した上で適正に行っているか。
	     
	     

	 4.山林

 （原野・牧場・

　　　　　 池沼）
	 (1) 市街地山林について、宅地造成費相当額を

控除しているか。
	     
	     

	
	 (2) 保安林・貸付山林・分収林等について、評価方法を確認をしたか。
	     
	     

	 5.雑種地
	 (1) 貸し付けられている雑種地の評価に当たって、賃借契約の内容および利用状況等を確認したか。
	     
	     

	 6.家屋・構築物
	 (1) 固定資産評価額を確認したか。
	     
	     

	
	 (2) 貸家は借家権割合を評価減したか。
	     
	     

	
	 (3) 建築中の家屋について、費用現価の30%評価減を行っているか。
	     
	     

	 7.有価証券
	   (上場株式等)

  ・課税時期の終値および3ヶ月の終値の月平均額のいずれか低い価格を選択したか。

  ・利付債・割引債を額面で評価していないか。
	     
	     

	
	   (取引相場のない株式（出資）)

  ・会社の規模および株主の態様に応じた評価方法の確認を行って評価しているか。
	     
	     


	科　　目
	主　な　項　目
	チェック欄
	摘　要

	 7.有価証券
	   ① 自社株式の保有の有無について確認をしたか。
	     
	     

	
	   ② 特定評価会社の該当について確認をしたか。
	     
	     

	
	   ③ 類似業種の業種区分の確認をしたか。
	     
	     

	
	   ④ 法人の資産として計上されていない借地権等を計上しているか。
	     
	     

	
	   ⑤ 3年以内に取得した土地建物等は、「通常の取引価額」で計上されていることを確認したか。
	     
	     

	
	   ⑥ 法人の受取生命保険金および生命保険の権利評価の資産計上を行っているか。
	     
	     

	
	   ⑦ 準備金、引当金が負債計上されていないことを確認したか。
	     
	     

	
	   ⑧ 未納租税公課がある場合、負債計上されていることを確認したか。
	     
	     

	 8.立木
	 (1) 森林地の地積評価を行っているか。
	     
	     

	
	 (2) 森林地域ごとの標準価額を基に評価しているか。
	     
	     

	 9.ゴルフ会員権等
	 (1) 取引相場があるものは、通常の取引価格の

70%相当額で評価しているかを確認したか。
	     
	     

	
	 (2) 取引相場のないもののうち、株式形態のものは財産評価基本通達に基づいて評価した株式の価額となっているか。
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